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化石燃料で約９割を発電
2030年の目標達成は可能か？

日本は、本年６月に開催されるG20
の議長国であり、政府はこれに向けて
「パリ協定に基づく長期戦略」を策定す
る予定です。環境・資源エネルギー委
員会ではこの長期戦略への意見表明と
して本提言を取りまとめました。
2030年エネルギーミックスでは、政
府は2030年までにゼロエミッション電
源比率を44％に高めるという目標を設
定し、それを前提に2013年比26％の温
室効果ガス削減目標を策定しました。
しかし、東日本大震災以降、エネル
ギーの約９割を化石燃料に頼っている
現状では、2030年の目標が本当に達成
できるのか、危機感を持っています。
それが提言の基本的な問題意識です。
経済同友会では、これまでもいろい
ろな提言をしてきましたが、法整備が
進んでいるものや、既に政府が着手し
ているものもあります。今回は原発や
石炭、また将来に向けて、もっと踏み
込んで進めるべき部分のみに絞って提
言を述べています。

ゼロエミッション化の推進のため
取り組むべき三つの課題

2030年目標を達成するために着実に
解決するべき課題として、再生可能エ
ネルギーの大量導入、原子力政策の再
構築、高効率石炭火力による排出削減
の三つの点を示しました。
まず、再生可能エネルギー大量導入
では、昨年創設された「非化石価値取
引市場」の育成・活性化を提言しました。
太陽光や原子力、水力など非化石原料
によって発電した電気を購入した場合、
電気は非化石電源を使っているという
証明が「非化石証書」です。「非化石証
書」がついた電気は温室効果ガスが低
排出であることをアピールできる可能
性があります。こうした市場の育成、
活性化を行えば、カーボンフリーの価
値を決めることにつながり、温室効果
ガス削減のための努力や市場競争、イ
ノベーション技術の促進が期待され、
ゼロエミッション化の制度的なバック
アップにもなると考えられます。
原子力政策では、経済同友会は中長
期的には「縮原発」を考えていますが、

エネルギー・セキュリティーの観点と、
ゼロエミッション電源を拡大するため
にも当面は原子力発電の必要性がある
と考えます。また、現在の経済活動の
維持、国民生活の維持や気候変動への
対応を考えると、当面は原発を使い続
けなければならない現実を国民に分か
りやすく説明すべきです。政府は国民
や地域住民に、必要性に踏み込んだ理
解を求める努力をして原子力政策の再
構築を行うべきです。
また、現在ESG投資の流れの中で、
｢脱石炭｣「脱化石燃料」の動きが高まっ
ています。しかし石炭は安価なエネル
ギー源であり、可採年数が150年以上
であることなどから、新興国や途上国
はまだまだ石炭火力発電に頼らざるを
得ない状況にあります。日本の高効率
な火力発電技術（超々臨界圧以上）を国
内外で活用していけば、世界全体での
温室効果ガス削減に貢献することにな
るでしょう。
また、それと並行してCO2の回収・貯
蔵（CCS）、再利用（CCU）などの研究開
発を挙げました。CO2をマネージする
という考え方の下、こうした技術の研
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究開発や実現に向けた低コスト化など
を、着実に進めるべきでしょう。

ムーンショットへの挑戦
冷静に客観的なエネルギー議論を

提言では、2030年までの実現は難し
くとも2050年以降を見据えて今から着
手するべきことにも触れました。
例えば「核融合｣です。過去には夢の
技術とも言われていましたが、ITER
（国際核融合実験炉）機構という国際
機関で研究開発を進めていて、日本も
参加しています。2025年に第一プラズ
マが点火を迎える予定です。
また、二酸化炭素そのものを「人工
光合成」によって循環させる研究も重
要な課題です。こうしたムーンショッ
ト型の技術開発は将来に向けて今から
着手すべき課題で、積極的に推進すべ
きです。
エネルギー問題は特に2011年以降、
原発問題も絡み、難しく、感情的な議
論が起こりやすい分野でもあります。
しかし、エネルギーがないと人間社会
は成り立ちません。冷静に客観的な議
論をして将来に備えるべきでしょう。

提言概要（２月28日発表）

パリ協定長期戦略の策定にむけて
−2030年目標の確実な達成と2050年の展望−

詳しくはコチラ

政府は、2030年までにゼロエミッション
電源比率を44％（再生可能エネルギー比率
22〜24％、原子力発電比率20〜22％）に
高める目標を掲げている。しかし、再生可能

エネルギーは14.5％（2016年度実績）にと
どまり、原子力発電は社会的受容の低さなど
がボトルネックとなっている。目標達成に向
けて、これら諸問題の解決が急務である。

本会は、ライフサイクル全体を通じた排出
削減に向け、「カーボンフットプリント」を活用
し、企業のイノベーションと消費者の行動変
容を促すことを提言した。長期戦略において

も、「カーボンフットプリント」を重要なキー
ワードとして、その国際標準化と活用を図る
ことが望ましい。

①�再生可能エネルギーの大量導入実現（脱
FITを見据えた施策、水力発電の活用）
・�FIT終了後を見据えて昨年創設された「非
化石価値取引市場」の育成・活性化を行い、
市場価値が拡大されれば「カーボンフリー」
の価値が決まり各企業や家庭においても温
室効果ガス削減への努力や市場競争、イノ
ベーション技術の促進が見込まれる。
・�わが国の地理上の特徴を活かした安定供給
性、経済効率性に優れた水力発電のポテン
シャル拡大のために、「利水」「治水」を目的と
したダムについては、国は運用ルールを変
更するなどして発電利用を促すべきである。
②原子力事業に関する国の関与強化
・�原子力発電については、国として国民生活
や経済活動の維持、気候変動への対応を考
えると当面の間使い続けなければならない
現実をあらためて国民に丁寧に示すととも
に、国の意思として原子力政策を進めるこ
とを国民に分かりやすく示し、2030年目
標達成に向けてあらゆる努力を行うべき。
・�かつての原発の「安全神話」とは決別し、
国は想定されるリスクを正しく伝えた上で、
深層防護の徹底と不断の安全性の向上を
図っていることを国民に理解を求めるべき。
・�原発の国内外での展開では、事業面・財務
面でのリスクが指摘されており、国は民間
の発電会社任せにせず必要に応じて原発の
所有・運営のあり方、研究開発のあり方・
体制の再検討や人材育成の仕組み作りなど
事業継続が可能となる事業環境整備を積極
的に行うべき。
・�高レベル放射性廃棄物の最終処分地の選定
については、検討期間を考慮し選定プロセ
スの加速を行うべき。

③高効率石炭火力推進による排出削減
・�2030年時点でもエネルギー・セキュリ
ティーの観点から新興国、途上国などにお
いて安価な石炭火力への依存が考えられる。
・�こうした状況を考えると「脱石炭」の流れ
は尊重しつつ、わが国が有する最新鋭で高
効率な火力発電技術（超々臨界圧以上）を
国内外で展開し、低効率な発電所のリプ
レースや高効率発電所の建設を推進するこ
とによる温室効果ガス削減への貢献を明確
に意思表示し、世界へ理解を示す努力をす
べき。
・�CO2の回収、貯蔵、再利用などCO2をマネー
ジする研究機関の推進や実用化も行うべき。
④�2050年以降を見据えた「ムーンショッ
ト」技術への挑戦

・�従来より小型で安全性、経済性に優れた次
世代原発などの研究開発の推進をすべき。
・�「核融合」「人工光合成」「水素の大幅な低コ
スト化」などの「ムーンショット」技術につ
いても国際協力や官民連携を行い、積極的
に研究開発を推進すべき。
⑤�ライフサイクル全体を通じた排出削減の基
盤整備
・�TCFDの自主開示の促進と開示情報として
カーボンフットプリントの活用を行うべき。
・�わが国が民間発、日本発のカーボンフット
プリントの「ルールメーカー」となるべく、
国際交渉力のある専門人材の獲得、人材育
成や体制強化を図るべき。
・�デジタル技術の進展により、ライフサイク
ル全体での温室効果ガス排出の「見える化」
が可能となれば、既存のエネルギー関係諸
税を抜本的に見直した上で排出に応じた環
境消費税（CCT）の可能性の検討も行うべき。

Ⅱ ライフサイクル全体を通じた排出削減の基盤整備

Ⅲ 提言のポイント

Ⅰ ゼロエミッション化の推進


